
 

 

 

 

日本記者クラブ 

シリーズ企画｢３．１１大震災｣ 

日本のエネルギー・ミックス見直し 課題と対応 
 

豊田正和 日本エネルギー経済研究所理事長 
２０１２年９月２７日 

 

経済産業相の諮問機関である総合資源エネルギー調査会の基本問題委員会を舞

台に、原発推進の立場から発言を続けてきた。野田政権がエネルギー・環境会議

で決めた「革新的エネルギー・環境戦略」について委員会で懸念を表明済み。会

見では、その理由や根拠となるデータなどに重点を置いて説明した。とくに政権

の「戦略」が「原発に依存しない社会の一日も早い実現」に向けて「2030 年代に、

原発稼働ゼロを可能とするよう、あらゆる政策資源を投入」するとしたことにつ

いて、「日本の経済力の低下、空洞化、国富の流出」「エネルギー安全保障の脆弱

化」「地球温暖化対策からの逃避」「再生可能エネルギー拡大に具体的裏付け欠如」

などの「深刻かつ重大な懸念」を指摘。「引き続き検討して、再考してもらいたい」

と注文を突きつけた。アジアでは今後、原発の増加が不可避なのだから、「日米仏

で協力して、アジアに安全な原子炉を普及させるべきだ」とし、そのためにも日

本は原発を維持すべきだと説いた。 

 

 

 

司会：小此木潔 日本記者クラブ企画委員（朝日新聞編集委員） 
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司会：小此木潔・企画委員（朝日新聞） ゲス

トでおいでいただきました豊田正和さんは、1973

年に通産省に入られ、官房総務課長、通商政策局

長、経済産業審議官を歴任され 2008 年 7 月に退

官、2010 年 7 月財団法人日本エネルギー経済研

究所理事長に就任されました。本日は 1時間ぐら

いお話をいただいて、その後、Ｑ＆Ａということ

にさせていただきたいと思います。どうぞよろし

くお願いいたします。 

 

豊田正和・日本エネルギー経済研究所理事長  

実は、きょうお話をさせていただくことを決め

させていただいたのは 7 月中旬ぐらいなのです

けれども、9 月 27 日ならば、エネルギー基本計

画が決まっているだろうということでお受けを

したのですが、ご案内のような状況でございまし

て、私自身の考えをお聞かせするような事態にな

っておりますことは、あらかじめお断りをさせて

いただきたいと思います。 

スライドを使わせていただきながら、お話をさ

せていただきます。全部で 42 枚ほどございます

ので、やや駆け足になるかもしれませんけれども、

大体このぐらいのものを 20～30 分で話してくだ

さいということが多いんですが、きょうは 1時間

いただいておりますので、少しゆっくりとお話が

できるんじゃないかと、大変うれしく思っており

ます。 

エネ・環境戦略に重大かつ深刻な懸念 

私は、エネルギーの話は定性的に議論していて

はなかなか答えが出ないだろうと思っておりま

して、そういう意味で、研究所におりますことも

あって、さまざまな定量的な数字もみていただき

ながら、お話をさせていただきたいと思います。 

まず、きょうお話をさせていただくことですけ

れども、2ページと 3ページが目次です。細かい

ところをみていただくというより、大きな流れだ

けご紹介をさせていただきます。エネルギー基本

計画自身はまだ決まっていないのですけれども、

国家戦略室でつくりました「革新的エネルギー・

環境戦略」が 9月 14日の第 14回エネルギー・環

境会合で合意がされて発表されております。それ

をざっとお話をさせていただきます。実は 9 月

18 日の経済産業大臣の諮問機関の総合エネルギ

ー調査会基本問題委員会で内容のご報告を受け

ました。それに対して、私もその一人なのですが、

各委員がコメントをされたのですけれども、私自

身は他の 4名の方と一緒に、重大かつ深刻な懸念

があるというご意見を申しあげておりまして、そ

の理由をきょうお話させていただきたいと思い

ます。主要な懸念点がここで 5つほど整理がされ

ております。 

第１に日本経済が空洞化してしまうのではな

いか。 

第 2 に不安定な地政学情勢の中でエネルギー

安保は確保できるのか。 

第 3に地球温暖化への対応は十分できるのか。 

第 4 に再生エネルギーへの期待は大きいので

すけれども、限界がうまく共有されているだろう

か。 

そして 5番目に、原子力についての人材確保も、

むしろ困難化するのではないか。それはアジアの

原子力安全確保に不安をもたらせるのではない

か。 

ご案内のようにドイツで脱原発が進んでいる

わけですけれども、ドイツから私どもは何を学ぶ

べきなのかをお話をさせていただいて、最後に、

原子力の安全性の確保、信頼性が壊れてしまった

ことに対して、どういうふうに信頼回復が可能な

のだろうか、ということについて、私なりのご意

見を申しあげさせていただきたいと思います。 

目次の最後の「望ましいエネルギー・ミックス」

は、私自身の意見を書いています。後でちらっと

だけご紹介をさせていただいてから、お話を進め

させていただきます。 

まず、新聞やテレビ、雑誌などでもご紹介され

ている、9 月 14 日の「革新的エネルギー・環境

戦略」について、簡単に復習をさせていただきた

いと思います。これは 2ページで整理をしており

ますが、「三本柱」と、3つのポイントがあると

いう整理をしています。第一に、原発に依存しな

い社会の一日も早い実現です。 

そこで、「2030 年代に原発稼働ゼロを可能と

するよう、あらゆる政策資源を投入」するという

文言が出てきております。ただ、「その過程にお

いて、安全性が確認された原発は、重要電源とし

て活用」ということもあわせて言っています。 

2本目の柱が、グリーンエネルギー革命という

ことで、再生エネルギーを中心とした新たな経済

成長の実現について、議論を展開しています。 

3つ目が、エネルギーの安定供給確保というこ

とで、化石燃料等について議論しています。熱的

利用というのは、今回非常にクローズアップされ

たコジェネです。コジェネのことにお詳しい柏木

孝夫先生が日本記者クラブに来られたように伺
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っております。 

そのほかに、電力システム改革の話あるいは地

球温暖化対策の話も書いています。地球温暖化対

策については、数字が出ております。赤字のとこ

ろですが、2020 年のグリーンハウスガス（ＧＨ

Ｇ）は 90年比で 5～9％削減、2012 年に向けた京

都議定書で 6％減だったものですけれども、2020

年では 5～9％。鳩山首相が国連総会でご発表さ

れた数字は 25％だったわけでございますが、そ

ういう意味では、非常に現実的な数字にされてい

ます。2030 年時点では、おおむね 2 割削減とい

うことを言っておられまして、現行計画では、そ

れは 30％ということでございました。 

後半の、もう一枚の戦略のポイントを説明しま

す。大きな括弧のところだけみていただきますと、

原発に依存しない社会の実現に向けて 3 つの原

則を明らかにし、2番目に、原発に依存しない社

会の実現のために5つの政策を展開し、3番目に、

原発に依存しない社会への道筋の検証としてい

ます。そこでは、「道筋は必ずしも一本道ではな

く、長い道のり、柔軟に対応する」「検証を行っ

て不断に見直す」、ということが記述をされてお

られます。 

5 ページの中で、1）のところの①、②、③と

いうのが、ある意味で非常に重要な原則だと思い

ます。①「40 年運転制限制を厳格に適用」とい

うことと、独立性のある②「原子力安全規制委員

会の安全確認を得たもののみ再稼働」する。それ

から、③「原発の新設、増設は行わない」。この

3つが重要な原則だという形になっております。 

2030 年において、省エネ、節電がそれぞれ約

10％、約 20％ですけれども、省エネ 20％という

のは、一次エネルギー全体です。節電は 1割とい

うことになっています。 

再生可能エネルギーは、3,000 億 kＷh、設備

用量1万3,000万 kＷh強ということなんですが、

この 3,000 億 kＷhというのは、水力を除きます

と現状の 8 倍になり、設備用量においては 12 倍

になっているということでございます。太陽光、

風力が中心でございましょうか、それがそれぞれ

8倍、12倍になっているということだと思います。 

この戦略は3つのオプションの中で2番目のオ

プションではないかということを言われる方が

委員会でもおられました。その理由は、この3,000

億 kＷhということにありまして、電力の発電量

全体が 1 兆 kＷh と考えると、そういうふうにこ

こでは書いていないのですが、30％に相当します。

30％というのは、例のゼロオプション、15％オプ

ション、20～25％オプションという 3つのシナリ

オの中では 2 番目のオプションに近い数字なの

で、これは 2番目のオプションに近いんじゃない

か、ということをおっしゃる方がおられるわけで

す。私自身はそこはよくわかりません。必ずしも

明確にそこはあらわれておりませんし、そういう

説明もなされていないということで理解をして

おります。 

再考していただきたい 

9 月 14 日にエネルギー・環境関係大臣会議で

合意されたものが 18 日の総合エネルギー調査会

にご報告されたときに、全部で 25 名ぐらい委員

がおられますが、8割ぐらいの方が出席されてい

ました。それぞれご意見をおっしゃられました。

私は、この 6枚目のスライドのように、重大かつ

深刻な懸念点があるということを 4 人の委員の

方と連名で紙を出させていただきました。そして、

ぜひ再考をしていただきたいということを申し

あげております。 

懸念を 8つぐらい書いておりますが、赤いとこ

ろは基本的に経済絡みです。 

1番目は、空洞化、国富の流出です。日本の経

済力が低下することにならないか。 

2番目が、安全保障体質を脆弱なものにするの

ではないか。 

3番目は地球温暖化対策に十分貢献できないの

ではないか。 

4番目に再生可能エネルギーに具体的な裏づけ

が欠如しているのではないか。 

5番目に人材の確保とアジアの原子力安全確保

の困難化です。原子力技術、人材の維持をすべき

であると、この戦略には書いてあるんですけれど

も、30 年代に原子力稼働ゼロと言ってしまうこ

と自身が、技術や人材の維持の確保を困難化する

のではないか。結果として、アジアの原子力の安

全性の確保が難しくなるのではないか、というこ

とでございます。 

黄色いところは、どちらかというと、もう少し

政治的な懸念でございまして、原子力技術につい

て日米協力で進めてきた核不拡散に向けた協力

が困難になり、日米関係に悪影響を及ぼすととも

に、英仏とも同様の協力関係を築いてきたわけで

すが、それが難しくなると言っています。あるい

は青森も含めて立地地域への国の責任遂行が困

難になる。これは経済的というよりは政治的なほ

うのお話ですけれども、そういう懸念点もあわせ

て書いてございます。 
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当然のことながら、これから化石燃料をしっか

り、安く確保していかなければいけないのですが、

原子力がなくなることの交渉力低下への影響で

すとか、そもそもここ最近、すでに生じておりま

すけれども、日本が大量の、天然ガスを買うこと

によって、ガス価格が上がり、台湾や中国、韓国

が面と向かってはご不満をおっしゃいませんけ

れども、「いつになったら日本のいわば爆食が減

るでしょうか」という質問をよく受けております。 

今日、これから説明申しあげるのはこの赤い部

分です。特に 1から 5までについての懸念点とい

うのを可能な限り定量的にご説明をしたいと思

います。 

ところで、この「革新的エネルギー・環境戦略」

は、国民的議論によってつくられた戦略であると

いうことを非常に強調されておられます。そのこ

と自身は、私はよろしいかと思うんです。けれど

も、国民的議論が、実はいろいろ分かれていると

いうところをどういうふうに解釈すべきだろう

かという点が重要です。これもファクトとして皆

様と共有したいということで整理させていただ

いております（7ページ）。すべての新聞あるい

は放送の世論調査を挙げるわけにいかないので、

主要なものにさせていただいているところをお

許しいただきたいのですけれども、左上の世論調

査、基本的には一番新しいものだと思いますが、

8 月の中旬から下旬にかけて行われたものです。

原子力ゼロが橙色、15％シナリオがピンク、20

～25％が緑ということで考えていただくと、実は

2030 年はゼロといっておられる方がマジョリテ

ィとは必ずしも言えない状況だと思います。 

ただ、いろいろお話を伺うと、15％シナリオの

中には、ゼロを指向している方が入っておられる

ということで、その方を足し算すると、ゼロが大

半であるという整理のようでございますが、そこ

は必ずしも細かいデータが共有されているわけ

ではないので、私のほうからご説明することは必

ずしもできません。これが 1つのファクトです。 

新聞で、あるいは放送でよく出てくる討論型世

論調査で、議論を深めれば深めるほどゼロシナリ

オの橙色が増えている、というのが右下の図でご

ざいます。この討論型世論調査というのは比較的

日本には新しい手法だと思いますが、読者あるい

はオーディエンスの方が理解をすればするほど

ゼロが増えたということが、国民がそちらに向か

っているということの 1 つの証左に使われてい

るように思います。ただ、ご案内のように、討論

型世論調査の使い方については、いろいろプロの

方からご意見があるようでして、これが本当に世

の中を反映しているかどうかというのは、いろい

ろ議論があるところだと思います。 

「矛盾する世論」 

ただ、私が協調したいのは、こちらのほうでし

て、「矛盾する世論」というふうに書かせていた

だいております。経団連のアンケートと経済同友

会の意見というのがございまして、もちろん日商

のもございますが、2つ挙げさせていただきまし

た。経団連のアンケートでは、むしろ 20～25％

シナリオが4割でして、そのうち10％ぐらいは、

強いて挙げるなら 20～25％で、ゼロシナリオも

15％シナリオも、指摘したグループは 0というこ

とになっています。 

これはどういう調査をされたか伺いましたら、

33の業界団体、そのうち 22が製造業だというこ

とです。8月の中旬に発表された世論調査として

出てきているのですが、回答数が 29 と書いてあ

りますね。だから、33に対して 29のお答えがあ

ったということだと思いますが、25％でも「強い

て挙げるなら」であって、「いずれも適当ではな

い」ということを書いておられる方のほうがむし

ろ多いとなっています。 

その理由は、これでは日本経済が成り立たない、

あるいは自分たちは工場を日本に置いておくこ

とができない、そういう重大な懸念だろうと思い

ます。経済同友会のほうは、そこはもう少し言葉

で明確に書いておられるわけでございます。 

したがって、私は委員会でも申しあげたんです

けれども、世論、国民的議論というときに、産業

界の声と一般の方々の意見が大きく分かれてい

るとすると、世論というのは一体何なんだろうか、

消費者は勤労者でもあり、勤労者は産業界の考え

を、あるいは懸念を共有しているのではないか。

一体世論というのはどこにあるんだろうか。ここ

に、これだけの考え方の違いがあること自身が、

まだ国民的議論が必ずしも十分でないことを示

しているのではないか、さらに検討を続けるべき

だ、ということを申しあげたわけでございます。 

化石燃料コストは３兆円増 

懸念点のほうに移らせていただきますが、ここ

からは大体ファクトシートのシリーズになって

まいります。まず空洞化の恐れということでござ

います。原発をゼロにした影響について、長期の

ものを計算するのはなかなか難しいので、直近で

2010 年と比較した 2012 年の姿を書いています。

再稼働が仮に 1 つも起きないとすると、2010 年
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比で化石燃料のコストは 3 兆円増えます。いま、

アバウトに計算して 1 兆 kＷh の発電量があると

すると、計算は簡単でして、3 割る 1 で、3 円/k

Ｗh上がります。そのときに、家庭はほぼ 20円。

企業は、これは小口も入れると大体 16 円/kＷh

ですね。この 3円上がるということの意味は、家

計負担が 15％上がり、企業負担が 20％上がると

いうことを意味し、この電力代が 1～2年で 20％

上がるということを産業界の人は非常に懸念を

しているわけです。 

いままで、燃料費調整では、すべての燃料費上

昇分を転嫁しておりません。その一部しか反映し

ていません。これから値上げ申請がされて、電気

代がどんどん上がってくると、収益がそのまま低

下する。2兆円近く収益が低下し、これを 1人 500

万円の給与で割るとすると、42 万人が、失職す

るかどうかは別として、少なくとも影響を受ける

規模である。法人税が 5割弱だとして、1兆円減

少し、財政収支は悪化し、化石燃料が 3兆円増え

る分で貿易収支は悪化していく。この悪循環が生

ずるということを、ひとつ皆様と共有させていた

だければと思います。 

（10 ページ）経団連のアンケートを細かくみ

ると、産業界の懸念で、「国際競争力に与える影

響」で、上からゼロシナリオ、15％シナリオ、20

～25％シナリオですが、ゼロシナリオのときに国

際競争力が大きく減少と答えている業界が 7 割

で、減少と答えている業界が 2割。 

「雇用に与える影響」は、ゼロシナリオでは大

きく減少という方が 6割弱で、減少と答える業界

が 4割であるということからすると、ある意味で、

産業界の方々の懸念というのは、一般国民の懸念

でもあるはずだと思います。 

（11 ページ）「コスト等検証委員会の報告」

についてはご説明するつもりはありませんが、今

後のコストの議論をするときの標準的素材にな

っている、去年の 12 月に発表された報告です。

これは左のほうが原子力、いま 5.9 円/kＷh が、

2030 年で 8.9 円/kＷh以上。「以上」というのは、

原子力の事故が起きたときの賠償金の金額で決

まる、そういう議論でございます。 

その隣 2つが石炭、ＬＮＧ火力で、真ん中あた

りの赤いのが石油火力です。これは非常に高くな

る。40円/kＷhぐらいになってしまう。太陽光は、

将来的には少し下がるんですけれども、幅があり

ますので中間値をとると 16 円/kＷh ぐらいです

から、石炭とかＬＮＧとか原子力と比べると 6～

7割高い数値になっているということです。 

先ほど来の産業界の心配というのは、経済影響

分析に出てくると思います。12 ページにござい

ますのが、総合エネルギー調査会で整理された 4

つの研究所の分析のうちの 2つです。なぜ 2つだ

けとったかといいますと、先ほどみていただいた

コスト等検証委員会のコスト試算を、インプット

ができるモデルが4つのうち2つだったというこ

となのです。あとのモデルは入れることができな

くて、ご自身でＣＯ2 の価格や何かをお決めにな

っているものと聞いています。 

私自身は、今回の経済影響評価をするときに、

このコスト等検証委員会の試算を入れないもの

を一緒に混ぜるのは、議論を混乱させるので、取

り除いたほうがいいんじゃないですかというこ

とを申しあげました。ａ、ｂと、これが最終的な

総合エネ調の報告書の整理なんですが、選択肢が

3つある中で、ａというのがコスト小委の試算を

入れられた 2つの研究機関、ｂというのが入れら

れていない研究機関と、分析結果を 2つに分けて

もらったのです。 

では、ａだけをとるとどうかというのが 12 ペ

ージでして、選択肢 1 という原子力ゼロですと、

2つの機関が両方ともほぼ電気代は現在の倍にな

りますと言っているわけです。選択肢 3というの

は 20～25％、それでも 5 割から 6 割ぐらい上が

りますということを言っています。ＧＤＰは、左

に書いてありますように、原子力ゼロですと非常

に大きな悪影響が出ているわけでございます。産

業界がある意味で悲鳴を上げるような重大な懸

念は、ここからきています。電力代が 2倍になれ

ば、日本で工場は維持できませんという率直な反

応だと思います。 

エネルギー・環境会議の資料は、実はこの 4つ

の研究所の数字が一緒に混ざっておりまして、非

常に分析しにくいので、私はわざわざこうやって

分けたほうを使わせていただいております。皆様

も、そのほうが傾向がよくおわかりだと思います。

このコスト等検証委員会の数字を使わないと、全

く違った方向の結果が出ているものですから、議

論がこんがらがります。私は明確に分けて議論す

べきだというふうに思っております。 

（14 ページ）空洞化絡みの数字、「国富の流

出」という言葉で言われているものです。国富の

流出というのは、燃料代が高いがゆえに、日本国

から産油国、ガス国に所得が分配されるという概

念です。私も整理してみてびっくりしました。左

の下のほうは過去の実績を国富流出という概念

で整理してみたものです。 
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どう整理したかというと、45 年間ぐらいの原

子力の歴史があるわけですが、その 45 年間で約

3割弱ぐらいまで原子力が増えたものをすべて火

力発電でやっていれば、一体コストが幾らぐらい

上がったでしょうかという計算をしたものです。 

過去 45 年間で、ウランの費用というのは 5 兆

円なのです。火力燃料は 39 兆円なのです。した

がって、原子力発電をしなければ 39 引く 5 で、

約 34 兆円の規模の国費の流出があった、という

ことが言えるのではないかと思います。 

それを右のほうのグラフ、これは何を意味して

いるかというと、今後、原子力の再稼働がなかな

か進まなくてゼロに近いものだとすると、これだ

け燃料代が増えていくんですよという分析です。

尺度が違ってちょっとみにくいのですけれども、

過去 10 年間、原子力がなかったときの国富の流

出の規模は、約 14 兆円です。この右の上のほう

みていただくと、5年で13兆円です。10年で 24

兆円国富は流出する。この規模感をみていただく

ために用意をさせていただいたということです。 

「国富の流出」というのも非常に定性的に言わ

れることが多いので、数字でみるとこんな規模に

なるのです。この 24 兆円を 500 兆のＧＤＰで割

って意味があるかどうか別として、規模感では、

それ程大きいものだということだと思います。 

（15 ページ）2015 年は、また貿易収支は赤字

だろうと、私どもは見通しております。その赤字

の約4兆円のうちの3兆円近くが化石燃料の増大

分というふうに考えていただければいいと思い

ます。規模感ではそういうものでございます。 

（16ページ）次に、2つ目の懸念です。これは

どちらかというと地政学的なお話ですが、結果的

には原油価格やガス価格に響いてくるものです。

皆様ご案内の不安定化する中東情勢ということ

でございます。7月からイラン制裁というのが本

格的に始まっておりまして、日量 300 万バレル弱

の輸出が、半減まではいっていないですが、4割

減ぐらいになってきて、だんだん効いてきている

と思います。 

中東の軍事紛争を懸念 

そして、今後のシナリオとして、１の 2）のａ、

ｂ、ｃというのがありますが、ａ.イランが妥協

して核開発をやめるか、ｂ.イランがホルムズ海

峡を封鎖して軍事紛争に進むか、ｃ.イランのウ

ラン濃縮を欧米が認めて、妥協するか、これらの

シナリオがあるわけです。いまのところはｂが一

番懸念されています。しかし、実は一番いまワシ

ントンで懸念されているのは、ａ、ｂ、ｃのどれ

でもなく、ｄでして、米もイランもどういうふう

に判断するかにかかわらず、イスラエルがイラン

を攻撃するのではないかということです。それは

イスラエルにとってみると、イランが核兵器を開

発する能力をつくってしまうと、自分たちの存続

に関わるということです。全然別次元の発想から、

いわばイランを攻撃し、そうするとイランがそれ

に対抗して、むしろ中東全体に火の手が上がるよ

うなことにならないか、というのを心配しておら

れる方が多いと思います。 

ワシントンでは、多くの専門家がこれはあるか

ないかではなくて、いつあるかという議論をされ

ておられます。日本のメディアでも時々書いてい

ただいていますけれども、私自身は、あるかない

かではなくて、いつあるかという議論をもう少し

書いていただくと、エネルギー安全保障への国民

の意識が高まっていくのではないかと思います。 

過去、リーマンショック直前の 147 ドルが原油

価格の最高値なんですけれども、いわば第三次中

東戦争みたいなものが仮にあれば、場合によって

は 200 ドルを超えるという議論をする方もおら

れます。ホルムズ海峡を守る、守らない以上の大

きなインパクトがあるということだと思います。 

17 ページが「原油価格の動向」です。左のほ

うで、一番上に上がったのがリーマンショック直

前で、ぐーっと 147 ドル/b まで上がって、リー

マンショックで何と 30 ドル/b 近くまで落ちた。

その後また徐々に上がってきて、現在、これはＷ

ＴＩでみていますけれども、92～93 ドルのとこ

ろに来ています。私どもは、100 ドル前後が続く

かなというふうに思っております。2012 年も 100

ドルを超えたこともございますし、まさに中東情

勢というのは一触即発で、原油価格というのはこ

のように非常に不安定な形で動いております。現

在のところ、ガスの価格が原油連動ですので、ガ

スも同じように上がる。そのガスは、カタールが

緊急的に輸出をしてくれておりますので、いまや

ホルムズ海峡を通るガスの比率は 4 割近くまで

なっている。しかし備蓄は 20 日しかないという

のがいまの状況です。 

18 ページの左上は、石油依存度が下がった数

字ですが、右の上でみていただくと、実は中東依

存度は、87％まで、むしろ上がっているのです。

石油危機のころが 76～78％ぐらいですから、そ

の後、中東以外の原油がどんどん枯渇していった

のでこういうことになっています。 
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シェールガスは光明だが 

左の下のエネルギー自給率というのはよくご

案内だと思います。4％というのは、原子力を入

れないときの日本の数字で、原子力を純国産エネ

ルギーとして入れて、ようやく 19％ということ

です。Ｇ8の中で最も自給率の低い国だというこ

とでございます。 

（19 ページ）シェールガスは、ある意味では

不安定な地政学的動向にとって 1 つの光明です。

しかし、日本におそらく恩恵が来るのは 2016 年

以降だと思いますし、一体どこまで出していだた

けるかというのはまだよくみえないところがご

ざいます。幾つかのユーザーと商社が確保してい

るところもございますけれども、ご案内のように、

自由貿易協定がないと議会承認が要るとか、やや

こしい話もある。最近聞くのは、化学会社が、せ

っかく安くなった米国のガス価格が高くなるか

ら輸出反対ということを言っておられるようで

す。簡単にたくさん出てくるという感じではない

可能性があると思います。 

ちなみに数字は、米国ではいま 100 万ＢＴＵ

（英熱量単位）あたり 2－3 ドル、アジアスポッ

ト価格で、100 万ＢＴＵ（英熱量単位）あたり 16

－17 ドルというオーダーですので、アメリカで

はいまものすごく下がっている。ただ、日本価格

は、原油連動なものですから、その恩恵を受けて

いないということでございます。 

（20 ページ）もう一点、不安定な地政学状況

で皆様に見ていただきたいのは、最近言われてい

るアメリカの中東からのエネルギーインディペ

ンデンスは、いよいよ実現しつつありますよ、と

いうことです。左が石油の依存度です。欧州も同

じように中東からインディペンデントになりつ

つあるのですが、石油の中東依存度が、2割ぐら

いまで落ちてきている。今度シェールガスが出ま

したので、もっと下がるだろうといわれています。

天然ガスは、そもそも米国は 2～3％ぐらいしか

中東に依存しておりませんので、このシェールガ

スが出たことによって、アメリカがエネルギーイ

ンディペンデンスをいよいよ実現する。それは地

政学的に中東離れをするというよりも、中東にお

けるアメリカの関心が変わってくるということ

だと思います。いろんな方がいろんな議論をされ

ていますけれども、アメリカにとってみると、エ

ネルギーの確保のための中東政策から、イスラエ

ルを守るための中東政策に変わっていく可能性

がある。それは日本にとって一体何を意味するん

だろうかという、非常に大きな議論でございます。 

私自身も、中期的には、北東アジアでエネルギ

ーネットワークをつくったほうがいいと思って

おりまして、そのために 21 ページの絵をかいた

んですけれども、昨今の北東アジアの地政学的な

動向をみると、検討はとめるべきではないと思い

ますが、簡単ではないというのは皆様ご案内のと

おりでございます。 

それから 22 ページは、地球温暖化の話です。

先ほどみていただいたように、今回は大幅にター

ゲットの数字を下げているんですけれども、2020

年はともかくとして、2030 年は下げ過ぎかなと

懸念しています。国際交渉が低迷していますけれ

ども、去年 12 月の南アのダーバンにおけるＣＯ

Ｐ17 で米国も中国もインドも入る枠組みをつく

ろうという合意をしました。しかし途上国、先進

国との対立は相変わらず変わっていないという

ことでございます。 

日本は、京都議定書の第二約束期間という、ち

ょっとかたい言い方ですけれども、要するにバイ

ンディングターゲット（拘束力のあるターゲッ

ト）を設けることには同意をしておりませんが、

努力義務は負うということですので、完全に外れ

たわけではありません。 

それから、黄色いところに書いてある 2020 年

以降の議論はこれから深まっていくわけで、その

ときに日本は一体どういう立場で臨むのかとい

うことを忘れてはいけないと思います。 

23ページに書いてあるのがその流れです。2015

年ぐらいまでに、2020年以降の枠組みを決める。

ここでは米中印も入ったものにしてほしいとい

うことになっているのですが、日本の努力がどの

ぐらいできるのかによって、日本のイニシアチブ

がどこまでとれるかが決まってくる。 

24 ページはご案内の 25％という、当時の鳩山

総理が国連総会で発表された数字が一番上に日

本として書いてあります。ＥＵは大きな削減をし

ていますが、米国はこの程度ですし、一体日本は

どのぐらいやるべきなのかという議論は今後し

っかり行うべきかと思います。 

25ページが2050年までの削減の道のりなんで

すけれども、私自身は、2020 年はあまり無理し

ないほうがいいと思います。なぜならば、あと 8

年先ですし、特に原子力についてしばらく日本は

ポジションがなかなか定まりにくい。ただ、2030

年において、あまりターゲットを低くするのは、

国際的な議論の中に乗れなくなるのではないか

と懸念しております。 

というのは、洞爺湖サミットで、2050 年 80％
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減というのを合意しているわけで、そのときに、

2030 年のところの軌跡が、選択肢ゼロシナリオ

になればなるほど上がっていってしまうという

わけで、多くの国々は、日本は大丈夫かと心配を

しておられます。 

（26ページ）それから懸念点の 4番目は、「再

生エネルギーへの期待と限界」と書かせていただ

きました。これは、太陽光発電、風力発電がこの

ぐらいのスピードで 2035 年に向けて増えていき

ますよ、という見通しでございます。右のほうに

数字がございますが、世界では、例えば太陽光は、

低いケースでも 12倍、高いケースで 26倍。アジ

アではそれが26倍と72倍というものすごい数字

になっておりますが、実際どこまでできるだろう

かという議論だと思います。 

（27 ページ）もう釈迦に説法で恐縮ですけれ

ども、再生可能エネルギーは大きく期待をしたい

んですが、供給の不安定性、天気が悪ければ太陽

光発電をしないというような議論、それがゆえに、

稼働率が決して高くないので、広大な土地が要る

というのがこの 2番目の立地制約の議論です。か

つ、さっきみていただいたように、2030 年でも

まだコストは高いですよということから、大きな

問題を抱えている。 

加えて、私は地熱がもっとできないかと、安定

電源ですので期待をしているんですが、環境規制

と温泉権の問題がある。ここをうまく解決できる

かということだと思います。 

最近の話として、少しずつ新聞に出てきている

のですが、実は太陽パネルに関して、だんだん貿

易戦争になってきて状況を整理したのが 30 ペー

ジです。多くの米国太陽パネルメーカーが中国製

品に席巻されて、ことしの 5 月にすでに 31％で

すが、反ダンピング課税をしております。 

太陽エネは雇用も期待できるか 

欧州も、ご案内のように、Ｑセルズみたいな最

大の会社がつぶれたりして、9月の初旬に反ダン

ピング調査を開始しております。 

中国は、米国製と韓国製太陽電池に反ダンピン

グ調査を開始している。 

日本は、ご案内のように、7月から買い取り法

案がいよいよ実行されてきているわけですけれ

ども、急速に中国製品が入ってきている。そのと

きに、米国と欧州で反ダンピング課税がなされて

いると、日本がまさに草刈り場になっていくわけ

です。太陽エネルギーに期待はしたいのですが、

雇用として期待ができるかどうかは、ちょっと別

問題だということは認識をしておいたほうがい

いのではないかと思います。 

5番目が、原子力についての安全性への懸念で

す。そのときに、31 ページのグラフと表は、ア

ジアの原子力発電が今後 20 年ぐらいで 2 倍とか

4倍とか大きく増大をしていくということを言っ

ております。もちろんカウントの仕方によります

けれども、いまは、日本を除くアジアに 40 基ぐ

らいの原子炉があるとしたときに、2倍というの

は 80ですし、4倍というのは160 ですし、160 と

いうのは、いまの 54 基の 3 倍でございます。ベ

トナムも含めて、今後これだけ増えていきます。

福島で国境を超えた放射線被害というのがある

ことが認識されたときに、アジアの原子力の安全

性の確保というのは非常に重要な課題です。今回、

アメリカの懸念、原子力ゼロに向かう日本に対す

る懸念の 1つがここにあります。日米で、あるい

は日仏で協力して安全な原子炉をアジアに普及

をしていこうという、その努力ができなくなるで

はないか、というのが 1つの懸念です。アジアの

安全が確保されないと、日本の安全も確保されな

い、そういうときに、人材や技術は一体どうなっ

てしまうのだろうかということだと思います。 

アジアの原子力協力を 

私自身は、アジアの原子力協力というのをぜひ

進めるべきだと思っています。一定の枠組、これ

がＥＡＳ（東アジア首脳会議）なのかＡＰＥＣ（ア

ジア太平洋経済協力）なのかというのは議論があ

るところだと思いますが、32 ページの協力の内

容にあるような「人材」、安全スキームの構築自

身、あるいは防災、危機管理も含めて、一定の協

力をしつつ、標準化していくことが必要なのでは

ないかと思います。そのときに、日本は原子力ゼ

ロに向かっていくということであれば、こういう

イニシアチブもとりにくくなる、人材がそもそも

いなくなる、ということだと思います。 

33 ページが「ドイツの教訓」ということで、2

つだけ申しあげたいのですけれども、ドイツは、

脱原発はできるのか。ドイツはやるだろうという

ことをヨーロッパの多くの国の方はおっしゃい

ます。ただ、これはすごくおもしろい図なんです

けれども、なぜドイツはできるかもしれないと思

うかというと、輸入をすればいい、というふうに

割り切ることができるということです。一番左が

2008 年の発電量であり、これを 100 として、右

から 2 番目ですが、2050 年における発電量、ほ

ぼ半減するとしています。これはＲＷＥというド

イツの大手の電力会社の試算なのですけれども、
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最初の 20％減は省エネで、省電力でやると。こ

れは日本もできるかもしれない。次の 3割減は輸

入をする。ＲＷＥというのはドイツの外でも発電

していますから、そういう意味においては、持っ

てくればいいと思っているわけで、そして、多く

の場合、輸入先はフランスになるだろうというふ

うにみている。あるいは周りの国はどこの国も大

体原子力をやっておりますので、このネットワー

クというものを抱えているドイツというのは、率

直に言って、日本の参考にはならないと思ったほ

うがいいと私は思います。 

もう一点、34 ページは系統電力です。ドイツ

の需要量の 10 倍のネットワークが周りにある。

だから、ドイツはＥＵにおいて日本の 1つの県み

たいに考えていただければわかりやすいと思い

ます。 

35 ページは、もう 1 つの教訓であります。過

去 10 年間で、買い取り法案、フィードインタリ

フ（ＦＩＴ）でだんだん蓄積して、コストが上が

ってきていますよというのを示したものです。家

庭用の電気料金は過去 10 年間、ＦＩＴをやって

います。濃い緑がこのＦＩＴの反映です。だんだ

ん蓄積していますので、2011 年では家庭用です

と折れ線グラフですが、14％はサーチャージ分で

すし、産業用だと 24％がサーチャージ。ここで

悲鳴が起きてきて、いま大幅に買い取り価格が引

き下げられてきている。スペインでは凍結してし

まいましたから、これ以上再生エネの導入は進ま

ないと言われております。 

結局、再生可能エネルギーの問題点は、買い取

りコストというのが蓄積していくということで

す。10年とか 15年間、そのまま買いませんよと

いうことになると、ユーザーは喜ぶんですけれど

も、導入しない方々への負担がどんどん増えてい

くということだと思います。 

最後に、原子力の話をするのはいいけれども、

安全性についてはどう思っているんだ、というふ

うに皆さん思われると思いますので、整理させて

いただきました。36 ページの「原子力の安全性

の信頼確保への道」です。 

まず、主要国の原子力政策を整理してみました。

1）－①、1）－②のグループは、推進派です。一

貫して推進で、あまり揺れていないのがアメリカ、

フランス、ウクライナ――これは実はチェルノブ

イリがあるわけですが――韓国、中国。 

一度はやめようかなと思ったけれど、引き続き

やっているのがイギリス、スウェーデンです。揺

れ動きつつ脱原子力というのはドイツです。ドイ

ツは、ご案内のように、メルケル首相になって数

年して推進にかじを切って、また今回の福島後、

脱原子力に向かっているわけです。多くの国は、

引き続き原子力を推進しようというほうが多い

と思います。それはなぜかというと、1つのキー

ワードは安全保障であり、1つのキーワードが気

候温暖化ということです。したがって、日本に対

して、この 2つは大丈夫なのかというのを多くの

国は問うてきているということです。 

37 ページがＥＵ、米国、日本の比較ですが、

ピンクのところが原子力です。ＥＵはドイツがど

うなろうと、いま30％弱が原子力になっていて、

トータルとしてみると、こういうバランスです。

日本がこのときにピンクがゼロになっていける

んだろうか、ということだと思います。 

そうはいっても、事故が起きたではないか。さ

まざまな事故調査委員会の報告書が出ました。外

国の方とお話しすると、「非常に申しわけないけ

ど、日本だから起きた、というふうに思っている

ところがあるんだよ、だけど、日本だからうまく

収束してきている、やはり日本だ、というふうに

も思っているんだ」といわれます。それが 38 ペ

ージの見出しです。「日本だから起きた」という

ふうなお考えを持つ人の最大の理由が、独立性の

ある原子力安全機関がないというところにあり

ます。政府事故調も、国会事故調も、7つの提言

というのをそれぞれ整理されているんですけれ

ども、どちらも、例えば政府事故調ですと⑥、国

会事故調ですと⑤、独立性の機関が不可欠なんだ

と指摘しています。ＩＡＥＡから、日本は何度も

勧告を受けています。今回それがようやくできた

ので、私は急速に国際標準を採用していっている

と思います。 

国際標準から外れていた日本 

（39 ページ）原子力の国際標準として、ＩＡ

ＥＡの 10 の基本原則、これはチェルノブイリ事

故の後、何年か議論してつくり上げたものです。

実は事故調の指摘、それから皆様もご認識のいろ

んな問題点は、国際標準から外れていることによ

って起きているものが相当あるということをお

示しするために、ここに整理をしたのです。 

特に、緑のところですね。全部は申しあげませ

んが、原則１は、安全の一義的責任は許認可取得

者にあるんですね。だから、事故が起きたときの

処理は、まず電力会社がちゃんとやるんだと。こ

こからして今回はうまくやったんだろうかとい

うのが、国外からみているご批判ですね。 



 

10 
 

原則 2が、独立した規制機関、これはさっき申

しあげた。独立した規制機関よりも前に、責任は

電力会社のほうがしっかりと対応すべきだとい

うことでして、ある意味で、政治的に処理をする

のは原則 1 とそぐわないということを言ってい

るわけです。 

それから、7、8、9というのが、これは「深層

防御」という言葉で出ておりますが、実は一言で

言えば、事故は起こさないようにしなさい。ただ、

事故は、ゼロにはならない。重要なのは、放射線

リスクから防御することです、と言っているのが

7であり、そのための手段をつくりなさいと言っ

ているのが 8でして、緊急時、つまり事故が起き

たときの対策を考えておきなさいというのが 9

です。 

ここ数日、新聞をみせていただいていて、田中

俊一原子力規制委員会委員長が、まず防災対策、

防災対策と言っておられますが、私は正しいと思

います。まさに原則 9なんですね。事故は絶対起

きてはいけない。「安全神話」を持っていてもい

けないので、緊急時対策というのを用意しなさい

というのが原則 9に書いてある。そのほかも、お

時間のあるときにみていただくと、日本は確かに

標準からだいぶ外れているなあというふうに思

われるのではないかと思います。 

事故調の報告書を読ませていただいて、どうや

って解をみつけるのかというときに、この国際標

準を採用するのが一番いいと思いました。したが

って、ここを強調させていただきます。 

（40 ページ）最後に、原子力の賠償スキーム

の話を一言だけ申しあげます。大半の推進国はみ

んな有限責任です。そこは理屈がありまして、大

体が独立性の高い機関を持っていて、非常に厳し

くチェックしているので、それでも事故が起きる

ならば政府も責任があるという、そういう頭の整

理ですね。したがって、アメリカが一番有限責任

の限度が大きいのですが、1 兆円です。1 基 100

億円掛ける 104 基ですけれども、1兆円で限度が

あるわけです。その理由は、厳しくチェックして

いるんだから、何かあれば一定以上は国が責任を

シェアするのは当然だという、そういう頭の整理

です。 

それからもう 1つは、これはいろいろ議論があ

るところだと思いますけれども、ファクトとして

彼らが言っていることを言えば、事故が起きたと

きに、すぐ賠償してあげるのが当然だろうと。そ

のためには株主代表訴訟にさらされる企業では

なくて、国が出ていくのだと。それはパブリック

アクセプタンス上当然だという、そういう整理で

す。これは、今後、おそらく 1～2 年で大議論に

なっていく話だと思いますが、私自身は有限責任

論者でございます。 

（42 ページ）最後になってしまいましたけれ

ども、私は 25％ぐらいは必要だというふうに思

っている、つまりオプション 3を支持している者

ですが、その理由は、Ｓ＋３Ｅという観点から、

エネルギー小国・日本に「完璧なエネルギーは存

在しない」と思うからです。ポートフォリオ、リ

スクのあるエネルギーばかりだから、組み合わせ

るしかないという視点と、先ほどみていただいた

経済評価を、私どもの研究所なりに計算をして、

最小限の悪影響にとどめるものはこれではない

かということで、かつ温暖化対策上もこれが一番

いいだろうという観点から、まさにエネルギー安

全保障（Energy Security）、経済効率/コスト(E

fficiency)、環境（Environment）、この 3つのＥ

と、安全性（Safety）は先ほどの国際標準へ戻る

ということで、対応ができるのではないかという

風に考えておりオプション 3 を支持をしており

ます。 

あとは、皆さんのご意見やご質問をいただけれ

ば幸いでございます。ご清聴ありがとうございま

した。 

≪質疑応答≫ 

司会 どうもありがとうございました。それで

はＱ＆Ａのセッションに移りたいと思います。 

私から 2 つほどまずお尋ねをしたいと思いま

すが、1つは、懸念の最初のほうで挙げられたチ

ャート図ですね。原発ゼロにすると雇用から赤字

から何から、いいこと何もなさそうな図にみえる

んですけれども、しかし原発をゼロにすると、再

生可能エネルギーの立ち上げが早くなったり、そ

のプラスの効果が当然考えられたりするわけで

すね。そのプラスの効果とマイナスとを相殺して

どうなのかという図がないと、何かアンフェアな

感じがするのと、シェールガス革命が日本に及ん

でくるのは先のことでも、2030 年ごろには相当

インパクトがあるというふうに考えるほうが自

然ではないでしょうか。ところがエネルギー・環

境会議のコスト計算やなんかは、全部日本には直

接及んでこないという前提になっているのはお

かしいじゃないかと思うんですけれども、いかが

でしょうか。 
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豊田 ごもっともなご指摘でございます。1番

目のは、そういう意味で大変巧みにできておりま

して、2012 年でございますので、まだ再生エネ

ルギーがそこまでは立派にならないということ

です。むしろ 12 ページ以降の、総合エネルギー

調査会のいくつかの研究所がなさったものでは

それも入っています。それのプラスマイナスを入

れてネットマイナスだという計算にはなってい

ます。 

当然、私自身も再生エネルギーはどんどんやる

べきだと思いますが、一定の限界があるというこ

とと、さっき強調させていただきましたけれども、

最近、実は、パネルというのは輸入になる可能性

があるということです。それから風力もいろいろ

関係者等に伺ってみると、洋上では競争力は維持

できるけれども陸上はちょっとね、と言う企業の

方々が結構多うございます。だから、当然、競争

力を強化していっていただきたいですけれども、

あまり期待し過ぎるのはどうかなというふうに

思います。 

このシェールガスは、まずおっしゃるとおり、

インパクトは、現在 80 年ぐらい天然ガスの可採

埋蔵量があるといわれているのが、倍になるとい

われているんですね。160 年になるということな

ので、そういう意味では非常にインパクトが大き

いだろうと思います。最近だんだんいわれてきて

いるのは、アメリカ以外は意外と期待値が下がり

つつあるということだと思います。 

それは、例えば中国、それから東欧、ポーラン

ドみたいなところですね。それから南米はアルゼ

ンチンみたいなところですね。もちろん出ると思

うんです。中国なんかは、ぜひ出ていただくと

我々もうれしいと思うんですが、やっぱり水とか、

地層的に岩盤がかたいとか、だんだんやるうちに

アメリカとかカナダというのは恵まれているな

あという感じになってきています。 

私は期待をしてもいいと思います。先週、経産

省のお手伝いをしつつですけれども、ＬＮＧの産

消会議というのを開催しました。皆様にも書いて

いただいたと思うんですが、そこでもアジアプレ

ミアムを何とか解消しようという議論をしてい

ただきました。需給が緩めば価格が下がっていっ

て当然なので、そこは最大限努力すべきだと思う

んです。ただ、さっきの 100 万ＢＴＵ（英熱量単

位）あたり 2～3 ドルのアメリカのものが、日本

でも 2～3 ドルになるというふうに考えるのは、

ちょっと早計だと思いますね。 

というのは、6～7 ドルのＬＮＧ化コストがか

かる。私はこれも技術開発でもっと小さくできる

んじゃないかという風に考えていますし、やるべ

きだと思うんですが、おそらく 2～3 ドルのもの

が輸出を始めると 5～6 ドルになって、それに 6

～7 ドル加わって 12～13 ドルぐらいになる。そ

れでも 4ドルぐらい下がりますから、コストを下

げる努力は最大限すべきだと思います。 

このコスト等検討小委員会の天然ガス火力の

ときに、シェールガス、そしてアジアプレミアム

をどこまで計算しているのか、私も確認しており

ません。少しは下がることは考えていると思いま

すが、大幅には下がってないかもしれません。そ

こは小此木さんおっしゃる視点というのは 1 つ

あると思いますが、ただ、これをみていただくと、

ＬＮＧ火力、石炭火力、原子力、この辺は大体ド

ングリの背くらべみたいになっていて、ＬＮＧ火

力は、私自身は増やすべきだと思っています。期

待のしすぎは禁物です。 

ただ、最近また石炭火力も増やそうという議論

が出てきているのは、やっぱり石炭火力のほうが

安定的でかつより安いからということです。温暖

化は大丈夫なのか、という議論がありますので、

私自身は、ここもポートフォリオ的視点で、ＬＮ

Ｇ、天然ガスもどんどん増やすべきですし、また

天然ガス一辺倒になるのもまずいのかなと思い

ます。ただ、残念ながら、石油だけは利便性が高

いけれども、コスト面では石油火力はちょっと太

刀打ちができないというのは 1 つの事実だと思

います。 

シェールガス革命といいますか、そのインパク

トを決して過小評価すべきでないとおっしゃる

のは、全くごもっともだというふうに思います。 

 

司会 もう一点、ご説明いただいた原子力の安

全性に関するＩＡＥＡの指摘ですね。この原則 1

～10 までのご指摘について説明していただいた

わけですが、そうなってきますと、国会事故調の

報告を思い出すんですけれども、“規制の虜”、

つまり規制すべき監督官庁が業者の虜になって

しまったと。そういうことも含めて、事故は人災

であったという認定を国会事故調がしたわけで

すが、これまでＩＡＥＡの原則に照らして甘かっ

たということは、日本の政府は、相当言いにくい

んですが、豊田さんが経産審議官をなさっていた

経産省全体、あるいは政府全体の責任というのは、

やっぱり相当重いんじゃないかという気がする

んですけれども、そこはどういうふうに考えてい

らっしゃいますか。 
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豊田 私はそう思っていますし、そういうふう

に言っております。結局、“規制の虜”というの

は、別の言い方をすると、独立性のある規制機関

がなかったということだと思うんですね。経産省

の中に規制官庁と推進官庁が両方あったという

のは、やはりこの国際標準から大きく外れていた

という批判を受けてもやむを得ないところがあ

ります。実は、アメリカもフランスも、だんだん

独立性を高めているんですね。「“安全神話”と

いう言葉はないんですか」というふうに、アメリ

カやフランスの方に聞くと、「いや、やっぱりス

リーマイルの前はあったんですよ」と、あるいは

ヨーロッパだと「チェルノブイリの前はあったん

ですよ」と返答される。ああいう事故のたびに、

独立性が高まっていく。独立性が高まると、ある

意味では産業界の影響も遮断するのみならず、政

治の影響も遮断するということになるので、独立

規制機関の存在は、やっぱり基本だろうと思いま

す。 

私自身も反省している 

そういう意味で、私も、経産省に 33 年間生き

た人間として、ご批判はごもっともと、私自身も

深く反省をしているところでございます。ただ、

それに報いることには、日本自らが立派な安全ス

キームをつくって、例えば中国、インド、これか

らベトナムですけれども、そういうアジアの国々

に、一種のチェック・アンド・バランスの安全ス

キームの重要性というのをお伝えしていくこと

が、非常に重要な責任だと思っております。 

 

司会 お考えとは違うかもしれませんが、アジ

アの国に脱原発をさせたほうがより安全なアジ

アができるというふうには、豊田さんはお考えに

はならないですか。アジアで事故を起こして、日

本に放射能が降ってくるというリスクを回避す

るほうが大切なんじゃないでしょうか。 

 

豊田 そういう考え方もあると思いますけれ

ども、どこかに書いてございましたが、ウクライ

ナの大統領が、「お金持ちの国が脱原子力ができ

るんだ」というふうに言っているんです。中国、

インド、ベトナムというのは、そしてトルコとい

うのを考えるとわかりやすいのですけれども、要

するに途上国の中で人口の大きい国は、かつ電力

が不十分な供給しかできていないところは、原子

力なしでやっていけないというふうに思ってい

ると思います。トルコも 1 億人ぐらいいますし、

中国・インドはもう言うまでもありません。かつ、

私どもは温暖化対策もちゃんとやりなさいよと

いうことを言うわけですね。中国やインドの入ら

ない国際フレームは意味がないなんていうふう

に言うわけですし。したがって、もちろん原子力

なしでやっていける国は、無理して導入する必要

は全然ないと思いますけれども、人口が大きくて、

電力がまだまだ十分回らない国が、それを導入す

るというのをとめることもできないし、説得をし

ても、おそらくは理解してもらえない。むしろ私

は自分の国のことも考えたうえでも、3つのＥに

自分の国がこたえつつ、アジアの国も 3つのＥが

できるようにお手伝いをしていくのが日本の責

務だというふうに思っております。 

 

質問 ちょっと素人なんですが、原油の備蓄と

いうのはずうっとやってきましたけれども、ＬＮ

Ｇの備蓄というのは今までやってこなくて、あま

りありませんよね。原発何％かという議論もあり

ますけれども、ＬＮＧはある程度必要だと思いま

すが、これは非常に難しいんでしょうか。いまま

でやってこなかった理由と、ＬＮＧの備蓄という

のは、やはり原油に比べると難しいんでしょうか。 

 

豊田 実は、ＬＮＧの 1つのウイークポイント

はそこなんですね。いま、原油が 200日弱、国備

も入れてできているんですけれども、天然ガスの

ほうは大体 20 日といわれているんですね。これ

は、気体になって出ていってしまうということで、

技術的に絶対できないというふうに諦める必要

はないと思うんですけれども、一般的にはものす

ごいコストがかかる。20日を、おそらく 25とか

30 ぐらいにすることは私はすべきだと思うんで

す。それ以上になると、いまのところはなかなか

技術的に難しいということになっています。地下

備蓄みたいな議論もしていますけれども、一定の

限度がある。ただ、諦める必要はないと思います

が、原油のように 70日だ、100 日だというのは、

いまのところの技術予測では難しそうですね。 

 

質問 いろんな問題があると思うんですけれ

ども、そのたびにいろんな組織をつくるというと、

組織と組織の間で必ずけんかが起こると思うん

です。だから、総合的に情報が自由に流れるとい

う新しい、大きな大きな、緩い、だけども、よく

情報が流れるという、そういう組織をつくらなけ

ればいけないんじゃないかと思うんですが、ひと
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つ教えてください。 

豊田 ご指摘の点は、エネルギー政策に限りま

せん。今回、新しい組織が確かに委員会、あるい

は原子力規制庁、安全規制庁という形でできたの

は事実だと思うんです。 

例えば、シンガポールがいい例だと思うんです

けれども、ある一定の経験を積んだというか、年

齢に達した役人の方々を、もっと各省庁を回した

ほうがいいと考えています。シンガポールはあん

なに小さな国ですけれども、ものすごく密度高く

都市計画をし、サービス産業から製造業までいろ

んな発展をしているんですけれども、省庁間の縄

張り争いはまずないと、本人たちがはっきり言っ

ていますよね。それは、私のカウンターパートだ

った、あちらの経産省、通産省の次官は、いま財

務省の次官をしていますし、ついこの間までそこ

でＡＰＥＣ担当の局長をしていた人が、いまはシ

ンガポールの日銀総裁みたいなものをなさって

います。そういう一定のレベル以上の方々はフラ

ンチャイズが完全になくなる。私も経産省の若い

人たちと話すときに、「一定の年次以上はそうし

たらどうかと思うけれども、どう思うか」と聞い

たら、「いやいや、そんな一定の年次なんて言わ

ないでください」などと言っています。やっぱり

そういう時代が来るんだと思うんですね。 

これはエクスキューズにはならないと思うん

ですけれども、今回の 1つの不幸は、なぜ保安院

が経産省の中にあって、原子力行政をすべて、安

全のところを含めてみてしまったかというと、橋

本行革の延長なんですね。だから、何かくっつけ

ればいいという話でもないと思います。科技庁と

経産省に分かれて、加えて原子力安全委員会があ

って、3つもあってということの批判が、集約化

した結果こうなったんだと思います。だから行革

自身の問題は、先ほどのチェック・アンド・バラ

ンスという、そういう点からちゃんとみておかな

いといけませんし、組織をつくったときに、おっ

しゃるような、どうしても縄張り争いができて、

無駄な行政をすることについては、もっと省庁を

超えた人事交流みたいなものをしながら、発想を

変えて進めてもらうということが必要なんじゃ

ないかと思います。いまのご指摘、非常に重要な

お話だと思うんですけれども、それはもうエネル

ギーに限らないお話だろうと思います。 

 

質問 このお話の中に、ちょっと出てこなかっ

たんですが、核燃サイクルの問題、再処理問題、

あるいは使用済み燃料の問題がちょっと気にな

ったんですけれども。結構、使用済み燃料もたま

ってきているということで、安全が確認されたら

ば、原子力はほかの再生可能エネルギーなんかが

まだ見劣りするということで、少しは動かしてい

いと仮にいったとしても、現状のバックエンドの

問題がありますので、例えば 25％ぐらい稼働す

るということは、物理的に可能なのかという疑問

が私はあるんですけれども、その辺のことはどう

いうふうにお考えになりますか。 

再処理は必要 

豊田 バックエンド、非常に重要だというふう

に思います。で、再処理・直接処分という、そう

いう議論があるときに、少なくとも高レベル廃棄

物を可能な限り減らしていくという観点から、再

処理技術は重要であるということだと思うんで

す。日本みたいに土地が少なくて、エネルギーそ

のものが乏しいときに、技術的に完成しないと意

味がありませんけれども、再処理をしていくこと

は重要です。それをすべてするかどうかは議論の

あるところですけれども、一定の再処理をすべき

だというふうに私は思っています。 

問題は、技術的な完成度の問題だと思うんです

ね。今回、うまく進みつつあるというふうに聞い

ておりますので、大いに期待をしているんですけ

れども、バックエンドのところは、私は相当国際

協力で進めるべきではないかというふうに思っ

ています。安全性については、この規制委員会で

またやりますから、技術的な部分については、そ

れから国民の理解を得ていくところについても、

やっぱり国際協力で進めるべきではないかと思

います。 

例えば、再処理は、フランスはもう完成してい

るわけです。いま日本もうまくいくのであれば大

変結構だと思うんですけれども、フランスの技術

を使うことだって考えたらいいと思います。最終

処分場については、フィンランドは、もう建設、

ほぼ完成していますよね。地質の構造が違うとい

うことはございますけれども、やっぱりどうやっ

てフィンランドは国民のコンセンサスをつくっ

ていったのかということについて、彼らの知見も

学ぶべきです。彼らがつくった処分場に加えて、

例えば地震国日本には何が必要なのかというこ

ともよく学んだらいいと思います。ご案内のよう

に、アメリカはユッカマウンテンでうまくいかな

かったことも含めて、それぞれの国が悩んでいる

のも事実です。むしろ成功した技術、成功した経

験を共有をしていく姿勢が要るのではないかと

いう気がします。 
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日本は、ある意味で、強い自信を持っていたか

らだと思いますけれども、どちらかというと自前

主義で来ていたところがありますが、特に、バッ

クエンドのところについては、むしろ国際協力を

もっと前面に掲げて進めていったらいいんじゃ

ないかというふうに思っています。 

 

質問 3.11 によって、たぶん劇的に変わった

のは、日本人の省エネの意識だろうと思うんです。

私も、昨年夏、ちょっとデータをとってみたんで

すが、大した苦労なしに、1年前と比べて電気消

費量を 25％減らすことができました。だから、

これは 20％ぐらい減らすのはわけないだろうと

思ったんです。1つは、ＬＥＤの普及。それから

省エネの電気機器の普及。それに加えて、これか

ら考えますと、やはり消費税アップ、それから社

会保険料の増加とかいうことを考えたら、もう自

動的に一種の重しがかかっているようなもので、

どこかを削らざるを得ないとすると、光熱費なん

ていうのは取っかかりやすい。それに、日本のメ

ーカーは大したもので、ＬＥＤなんかにしても、

もう日進月歩ですね。 

ということですから、個人の家庭の電気消費量

は、私はもう極めて劇的に減るだろうと思ってい

ます。ことしの夏、原発ストップでもできたのは、

実はこれが私は大きいんじゃないかというふう

に直感しているんです。これは直感ですから。 

それから、企業、産業のほうはどうかというと、

もちろんこれだけコストが大きくなっているん

ですから、その努力は必死でやるでしょうし、い

ま、事業所を新設したり、改装したりするときに、

省エネを考えない企業なんていうのはおよそあ

り得ませんよね。やっぱりＬＥＤを使えば相当に

光熱費を節約できるわけですから。 

ですから、豊田さんのこの試算に電力消費量と

いうのはどういうふうに計算されているのか、そ

のインパクトはどの程度のものなのか、それをお

聞かせ願いたい。 

 

豊田 ご指摘の点は非常に重要でございまし

て、5 ページの下から 3 行目、省エネルギーは、

2010 年比で 2030 年には 20％減。電力のほうでは

2030 年において 10年比 10％減ですね。そのとき

に、ご指摘はそのとおりなんです。私どもが考え

ないといけないのは、少なくとも 2つあると思う

んです。1 つは、2010 年、いまを 10 年とします

と、10 年から 30 年までの 20 年間、経済成長を

続けることを前提にしているんですね。そこは議

論があると思います。マイナス成長ではないかと

いうことをおっしゃる委員の方もおられました。 

成長の中で大幅省エネを想定 

ただ、ここは約 1％ぐらいの成長を続けるとい

う前提で計算しているんですね。そうすると、弾

性値を一定とすると、やはり 2割ぐらい上がるわ

けですね、ＧＤＰも上がりますけれども、エネル

ギー消費量も上がる。そこから 20％、更に現状

から 20％下げるというのは、実は 4 割下げると

いうことなんですね。だから、マクロ的にみると、

19％を約 20％と考えていただくと、20％下げる

というのは、結構な大きなことを考えていると思

います。今回の報告書にはあまり詳しく書いてな

いんですけれども、7月に国民的議論をする前に

国家戦略室が出したもの、あるいは基本問題委員

会が出したものでは、相当いろんな措置も書いて

います。 

したがって、一点申しあげたいのは、成長して

下がっているものですから、インパクトは見かけ 

以上に大きいというのが 1つです。 

それからもう 1つは、業務や家庭の省エネです。

私自身は、産業界に、特に工場ですけれども、生

産プロセスにあまり無理して省エネをしてもら

うとコストが上がって、競争力に影響してしまう

ので、あまり無理はできないと思います。しかし、

家庭と輸送と、それからこういう業務と呼んでい

るところは、過去 20 年で全然下がっていないん

です。工場のところはほとんど横ばいかちょっと

下がっているけれども、家庭も輸送も業務もみん

なふえているので、そこはまだ贅肉があるだろう

というふうに思います。だから、ここの 20％と

いうのは、相当程度そっちのほうから来ている。 

ただ、2010 年比、半減できるかというと、さ

っきドイツをみていただきましたけれども、ドイ

ツも 50 年まで、つまり 40 年かけて 20％しか考

えてないのですね。だから、どこまでできるかと

いうような議論があろうかと思いますけれども、

最大限やるにしても、一定の限度はあるだろう。

そこから先はコストの議論になってしまうので、

今回は一次エネルギー、ガソリンとかそういうも

のもすべて入れて 2割、電力で 1割下げてとなっ

ている。ただ、それは成長を考えると、おそらく

4割から 3割下がっているという、そういう数字

でございます。 

質問 最後にちょっと教えていただきたいん

ですが、さっきの原子力のバックエンドとか利用

の問題で、いまやっているもんじゅとか、六ヶ所
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村のあれは一体完成し得るのか、それによって少

しは日本も貢献できるのか、それとも全然、もう

日本の科学技術の水準は弱いのか、その辺を教え

ていただきたい。 

 

豊田 それは専門家の方の間でもいろんな議

論があるところだと思います。もんじゅ以外にも

高速増殖炉についてはいろんな技術があるのも

事実なんですね。フランスと日本のも違いますし、

いま韓国がやろうとしているのも違いますし、中

国がやろうとしているのも違いますし、いろんな

技術があると思いますけれども、高速増殖炉の問

題、「夢の原子炉」と言っていますけれども、要

するに投入したエネルギー以上のエネルギーが

出てくるということなので、もしできるのであれ

ば、日本にとってすばらしいものです。少なくと

も研究はずっと続けるべきだというのが私の意

見です。 

ただ、非常に難しい技術であることは事実で、

アメリカもギブアップしていますよね。フランス

はまだギブアップしていません。そういう意味で、

エネルギー大国は諦めることはできるかもしれ

ませんけれども、エネルギー小国としては、可能

な限り執着すべきじゃないかというのが私の意

見です。 

ただ、ご質問の答えは、専門家でも分かれてい

るというのが実態だと思います。 

 

司会 どうもありがとうございました。 

それでは、最後にゲストブックのサインをご紹

介して終わりにしたいと思います。 

「競争力ある日本」と、きちょうめんな字で書

いていただきました。 

どうもきょうは大変勉強になりました。ありが

とうございました。 

（文責・編集部）

 



日本のエネルギー・ミックス見直し
課題と対応

一般財団法人 日本エネルギー経済研究所

豊田正和

平成２４年９月２７日
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１．「革新的エネルギー・環境戦略」が提起するもの
①「戦略」のポイント（Ｉ）

4

（三本柱）
１）「原発に依存しない社会の一日も早い実現

＊2030年代に、原発稼働ゼロを可能とするよう、あらゆる政策資源を投入
＊その過程において、安全性を確認された原発は、重要電源として活用

２）グリーンエネルギー革命の実現
＊新たな経済成長分野の出現

３）エネルギーの安定供給
＊化石燃料の確保、熱的利用、次世代エネルギー技術の研究開発

更に
○「電力システム改革の断行
○省エネルギー、再生エネルギーを通じた「地球温暖化対策の着実な実現

この結果
○2020年時点でのＧＨＧ排出量は、５－９％削減（1990年比）

2030年時点では、概ね2割削減（1990年比）
（注）現行計画では、其々、25%、30%削減
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１．「革新的エネルギー・環境戦略」が提起するもの
①「戦略」のポイント（II）

5

（このため）
１）「原発に依存しない社会の実現に向けた3つの原則

①40年運転制限制を厳格に適用
②原子力安全規制委員会の安全確認を得たもののみ、再稼働
③原発の新設・増設は行わない

２）原発に依存しない社会の実現に向けた5つの政策
①核燃料サイクル
②人材や技術の維持強化
③国際社会との連携
④立地地域対策の強化
⑤原子力事業体制と原子力賠償制度

３）原発に依存しない社会への道筋の検証
○道筋は必ずしも一本道ではなく、長い道のり。。。柔軟に対応
○検証を行い、不断に見直し

（2030年において）
４）省エネルギー、節電。。。其々、2010年比、１０％、１９％
５）再生可能エネルギー。。。発電電力量3000億kwh、設備容量13200万ｋｗ

其々2010年比3倍（水力除き8倍）、4倍（12倍）
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１．「革新的エネルギー・環境戦略」が提起するもの
②重大かつ深刻な懸念点

（2030年代に原発稼働をゼロ・・・・への懸念点）
１）日本の経済力の低下、空洞化、国富の流出
２）エネルギー安全保障体質を脆弱化
３）地球温暖化対策における国際責務からの逃避
４）再生可能エネルギーの拡大に具体的裏付け欠如
５）原子力技術や人材の維持が困難化。アジアの原子力の安全

確保への貢献を困難
６）原子力技術の補完関係にある日米関係に悪影響。英仏との

協力関係も毀損
７）原子力立地地域に対する国の責任遂行を困難化
８）その他、

・化石燃料確保のための交渉力の低下
・世界の石油・天然ガス市場の混乱
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直近の世論調査結果
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8月7-22日 8月7-22日 8月4-5日 8月4-5日

全体調査 うち討論参加者 情報資料提供後 グループ討論後

積極支持なし

複数支持

20-25シナリオ

15シナリオ

ゼロシナリオ

１．「革新的エネルギー・環境戦略」が提起するも
③矛盾する世論 （Ｉ）
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１．「革新的エネルギー・環境戦略」が提起するもの
③矛盾する世論 （II）

経団連のアンケート 経済同友会の意見

（１）「ゼロシナリオ」は採るべき道筋
ではない

（２） 原子力比率は新たな安全基準
を確立した上で、技術革新の動
向を踏まえて柔軟に考えるべき
である

・国家の将来にかかわる問題は、
責任ある政治的決断と国民への
説明を

・現時点においては三者択一を
求めず、大枠を決定した上で
詳細は不断の検証で

8



原発ゼロ
化石燃料

増加
貿易収支

悪化

電力価格
上昇

企業負担
（小口含む）

家計負担

収益低下
工場の

海外移転

雇用環境
悪化

法人税収減
財政収支

悪化

双子の赤字悪循環

３兆円増加３円/kWh上昇

15％上昇
（世帯当たり10,800円増)

20％上昇

2.1兆円減少

約42万人分
に相当

約1兆円減少

対２０１０年比

GDPの0.6％の国富流出

0.9兆円 2.1兆円

国際競争力の
低下

２．懸念点－１）空洞化の恐れと国富流出のインパクト
①空洞化の悪循環
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＜参考１＞産業界の懸念

10

出所：経団連、エネルギー・環境政策の選択肢等に関す
るアンケート結果、2012年8月13日

経団連のアンケート
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＜参考２＞コスト等検証委員会の報告

（出所）コスト等検証委員会報告書

・ 「コスト等検証委員会」
では福島事故を受けて発電
コストを再度精査。

・ 事故対策コスト、建設費
高騰、原油価格の上昇等に
より火力・原子力の発電
コストは過去試算時よりも
上昇しており、
最低の試算値でも
原子力8.9円/kWh、
石炭火力9.5円/kWh、
LNG火力10.7円/kWh。

・ 原子力発電については、
事故に係る被害額として
現状で確定している5.8兆円
を上乗せ。
今後、更に1兆円費用が
かかるごとに、0.09円/kWh
のコスト上昇となる。

11



＜参考３＞ 経済影響分析
（総合エネルギー調査会・中間結果。6/7時点）

12

実質GDP 家計消費支出（実質）
電力料金（名目）

[ 2010年度約9,900円/月]
（約118,800円/年）

選択肢（１）
約▲5.0～▲2.0%

[約▲31～▲12 兆円]
約▲6.0%～▲5.6%

[約▲19～▲18 兆円]

約99%～102%
[約19,700～20,000 円/月]

(約236,400～240,000 円/年)]

選択肢（２）
約▲4.1～▲1.5%

[約▲25～▲9 兆円]
約▲4.6%～▲4.4%

[約▲15～▲14 兆円]

約71%
[約16,900 円/月]

(約202,800 円/年)]

選択肢（３）
約▲3.6～▲1.2%

[約▲22～▲7 兆円]
約▲4.2%～▲3.8%

[約▲14～▲12 兆円]

約54%～64%
[約15,200～16,200 円/月]

(約182,400～194,400 円/年)]

（参考）
約▲2.5～▲0.9%

[約▲15～▲6 兆円]
約▲3.4%～▲2.9%

[約▲11～▲9 兆円]

約38%～39%
[約13,700～13,800 円/月]

(約164,400～165,600 円/年)]

コスト等検証委員会の発電コストに関するデータを利用
した研究機関（地球環境産業技術研究機構、慶應大学野村準教授）の試算結果

禁無断転載

4研究所の分析のうち、コスト等検証委員会の試算を使用した2研究所
（ＲＩＴＥ， 慶応野村准教授）の分析を整理すると。。。



＜参考４＞経済影響分析の詳細版
（総合エネルギー調査会・中間結果。6/7時点）

a は、コスト等検証委員会の発電コストに関するデータを利用した研究機関（地球環境産業技術研究機構及び慶應大学野村準教授）の試算
結果、b は、コスト等検証委員会の発電コストに関するデータを必ずしも十分に利用できず、各モデルで設定した値を利用した研究機関（国立
環境研究所及び大阪大学伴教授）の試算結果

13
禁無断転載

出所：経済産業省
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仮に、原子力発電が存在せず、その電力量を火力発電で代替してきたとすれば、1965年から2010年までの累
積（４５年間）で約33兆円（火力燃料費39兆円ーウラン5兆円）の追加負担を生じた可能性がある。

直近の将来においても、2010年の電源構成において原子力が占めていた部分を火力で代替すると想定すれ
ば、2015年までに累積で13兆円、2020年までには24兆円の国富の流出が懸念される。

出所）貿易統計他より作成
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いる。原子力代替としての再エネの導入を推し進める際には、安価な海外製品の輸入比率のさ
らなる高まりが、結果として国富の流出要因なることが懸念される。

10年間で14兆円増

10年間で追加で24兆円増

２。懸念点－３）空洞化の恐れと国富流出のインパクト
②国富の流出と経常収支
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＜参考５＞化石燃料輸入の増加と貿易収支の悪化

《2012年度》
・化石燃料輸入量の増減

（2010年度比）
石炭：8万トン減
石油：1040万kL増
LNG：1790万トン増

・化石燃料輸入費の増減
（2010年度比）

合計：4.5兆円増
石炭：0.1兆円増
石油：2.0兆円増
LNG：2.5兆円増

◆貿易収支

 2012年度の化石燃料の輸入額は22.6兆円に上ると推計され、 2011年度に続いて20兆円を超える。

 2012年度は経済活動の回復により、その他の製品の輸入及び輸出も活発になると見込まれるが、
2011年度から続く貿易収支の赤字傾向は変わらない。

出所）貿易統計などより日本エネルギー経済研究所推計 注）石油には原粗油、石油製品、ＬＰＧ等を含む

(兆円）

輸出額 67.8 65.3 67.4
輸入額 62.4 69.7 71.2
　うち化石燃料 18.1 23.1 22.6
通関出超額 5.4 ▲ 4.4 ▲ 3.8

2010年度 2011年度 2012年度

禁無断転載
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２．懸念点－２）不安定な地政学動向とエネルギー安全保障
①不安定化する中東情勢

（不安定化する中東情勢）
１．米国の方針と今後のシナリオ

１）米国は、イラン核開発阻止のため原油輸出を含めた制裁を実施。
欧州も支持、日、韓等に影響。

２）今後以下のシナリオ考えられる
a. イランが、妥協。核開発（ウラン濃縮）を放棄
b. イランがホルムス海峡封鎖し、米国等と軍事紛争へ
c. イランのウラン濃縮を認めるが、平和利用へ歯止め

d. 米、イランの動向にかかわらず、イスラエルが？

２．石油、LNG、LPG貿易への影響
○b. d.となると、石油価格は高騰、エネルギー危機へ（リーマン危機直前の

最高値１４７ドル／ｂを超える？）
（注）日本の石油、ＬＮＧ、ＬＰＧの約80%、25%、85%が

ホルムス海峡を通過。ＬＮＧの備蓄、国際融通スキームはなく、在庫は約20日。
今や、原発事故後、発電構成の４０％へ。

禁無断転載 16
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＜参考６＞原油価格の動向

（出所）NYMEX資料等より作成

 2011年のWTI平均
（期近物、終値）は95
ドル

 2010年に比べて、水
準は上昇、変動幅も
増幅

 前半はMENA情勢も
あって高価格、後半
は欧州経済不安も
あって低下

 11月以降、地政学リ
スク要因の影響も
あって再び上昇

 2012年以降、一時は
100ドル超で推移

 5月以降、欧州不安
再燃で下落。８月には、

 米国景気回復で上昇
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最高値更新を続

けた急騰局面
リーマンショック

後の急落

底値からの反転

MENA危機を受

けての高騰

ボックス圏相場

イラン情勢、在庫

低下傾向下で上昇

欧州経済変調下

での下落

欧州不安再燃で

急落
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2011年は前半急騰から後半低下。2012年は高止まりから乱高下も
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出所）日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧」、IEAなど

＜参考７＞改善不十分なエネルギー安全保障
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２．懸念点－２）不安定化する地政学動向と安全保障
②シェールガス革命のインパクト

 世界的な天然ガス需要の増加が見込まれる一方、非在来型天然ガスの供給
増加が期待されているが、日本への恩恵は・・・２０１６以降？
 米「シェールガス革命」の影響はアジアを含め世界全体にどこまで波及するか？
 パイプライン・マーケットとLNGマーケットは、異なる。
 東日本大震災と原子力発電所事故問題による、アジアのガス需要の増大の下で、

アジア・プレミアムは拡大へ
（米国：$2-3ドル/MMbtu、アジア向けスポットLNG価格：$１６-１７/MMbtu）

 主要なLNG輸出国：カタール、UAEは、万が一のホルムズ封鎖の影響大

 LNGは、緊急時対応能力強化が鍵
 緊急時の国際協調メカニズム（石油の場合のIEA）なし
 国際市場の余剰生産能力（石油のOPEC余剰生産能力）なし
 代替輸送ルートなし
 消費国における在庫が限定的（日本の場合、20日分程度）

 供給途絶は、価格高騰のみならず、物理的な不足発生へ
 日本のLNGは原油価格連動で価格決定。従って、原油価格上昇でLNG価格も上昇
 スポットLNG価格は需給逼迫で大幅上昇へ。

LNG生産能力
（世界の貿易量2億2100万トン@2010年）

日本のLNG輸入量
（合計717万トン@2011年12月）

カタール 7,700万トン（25.7%） 19.4%

UAE 560万トン（2.8%） 5.9%

禁無断転載
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２）不安定な地政学情勢とエネルギー安全保障の脆弱化
③欧米の中東依存度の低下が意味するもの

 石油：米国の中東依存度はカナダ・中南米から、欧州の中東依存度は旧ソ連からの
輸入量の増加で低下が続く。

 天然ガス：中東でのLNG輸出能力増強とともに中東依存度は若干上昇

石油輸入の中東依存度 天然ガス輸入の中東依存度
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2007-2009

2013-2015
2016-2030

2010-2012

ガスパイプライン

建設・ガス田の開発

の時期

ヤクーツク・センター

サハリン・センター

サハリン1、2

サハリン3

ウラ ジオストック→

大慶

ブラ ゴベシチェ ン スク

スコヴォ ロディノ

ハバロフスク

ティン ダ

ナホトカ

ユジノサハリンスク

北京 ソウル

ピョ ンヤン

2007-2009

2016-2030

2016-2030

2007-2009

既存

既存
既存

クラスノヤルスク・センター

イルクーツク・センター

アン ガルスク

クラ スノヤルスク

チュメニ州

北部 2013-2015

（出所） Gazprom東方ガスプログラムに（財）日本エネルギー経済研究所加筆

Sakhalin - Khabarovsk -
Vladivostok ガスP/L（既設）

極東LNG基地

Sakhalin 2

第3トレーン

ロシア～北朝鮮～

韓国ガスP/L

Kovykta

ガス鉱区

Chayanda

ガス鉱区

Sakhalin 3

２．懸念点－2)不安定な地政学情勢安全保障の脆弱化

④北東アジア・エネルギー・ネットワークは可能か？
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２．懸念点－３）地球温暖化への対応の不十分化
①低迷する国際交渉と変わらぬ重要性

●COP17（南ア、ダーバンにて）京都議定書継続をめぐる議論か
ら脱却し、米中印を含む「全ての国」が参加する枠組みへのプロ
セスがスタートすることは大きな前進。

●他方、「新たな枠組み」を巡る主要な対立軸は何ら変わってお
らず、今後もＥＵが求める「トップダウン」型アプローチや、中
国やインド等が求める「途上国の義務化回避」との攻防が続くこ
とは確実。

●我が国としては、京都議定書第二約束期間に参加しないことが
決定。他方、「カンクン合意の着実な実施」の下、2020年目標の
達成に向けた削減努力は国際的責務。

●我が国として、ボトムアップ型の取組を国の内外でしっかりと
進めて成果を出すことにより、将来枠組みに向けて、イニシアチ
ブを発揮していくことが重要。

22



禁無断転載

条約作業部
会

AWG-LCA

2015末 2020末

議定書作業部
会

AWG-KP

ＭＲＶの開始（隔年報告書の提出、レビューの実
施）
気候技術センター設立
緑の気候基金運営開始 等

2012末

カンクン合意の実施
（移行期間）

2020年
以降の
枠組

Ｃ
Ｏ
Ｐ
18

年
ま
で
の
取
組

2020

京都議定書第二約束期間
（2013年～2017年 or 2020年）

COP18で
作業完了予定

ダーバン･プラットフォーム特別作業部会

2012年前半に
立ち上げ

2015年までに
採択

Ｃ
Ｏ
Ｐ
21

各国による批准、締結
細目規定の整備

全
て
の
国
が
参
加
す
る
法
的
枠
組
み
発
効

長期目標レビュー
(2013年~2015年)

IPCC第5次報告書
(2014年)
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２．懸念点－３）地球温暖化への対応の不十分化
②今後のスケジュール
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○ 主要各国の目標は、コペンハーゲン合意に基づき登録されたものをベース。
○ 先進国は排出削減総量を、途上国はＢＡＵ比若しくは原単位ベースで国別行動を約束。

（注１）　（※1）の付された各国の目標は、各国動向など前提付き。（※2）の付された各国の目標は、法案動向など前提付き。　　
（注２）　限界削減費用は、ＲＩＴＥ試算。 　　（注３）　ＢＡＵ比とは特段の対策のない自然体ケース（Business As Usual ）

ブラジル - ▲36.1％～▲38.9％ - ▲23％ － n.a.

韓国 - ▲30％ - ▲4％ － 21

中国 2005 ▲40％～▲45％
2020年まで8％成長：排出量は05年比1.9倍

2015年以降6％成長：排出量は05年比1.7倍
▲47％ 0

インド 2005 ▲20％～▲25％
2015年まで7％成長、2015年以降6％成長：

排出量は05年比2.1倍
▲40％ 0未満

ブラジル - ▲36.1％～▲38.9％ - ▲23％ － n.a.

韓国 - ▲30％ - ▲4％ － 21

中国 2005 ▲40％～▲45％
2020年まで8％成長：排出量は05年比1.9倍

2015年以降6％成長：排出量は05年比1.7倍
▲47％ 0

インド 2005 ▲20％～▲25％
2015年まで7％成長、2015年以降6％成長：

排出量は05年比2.1倍
▲40％ 0未満

基準年 中期目標 90年比換算削減率 05年比換算削減率
ＩＥＡ（90
年比）

限界削減費用(ドル)

日本 1990 　　▲25％（※1） ▲25％ ▲30％ ▲10％ 476

ＥＵ 1990 ▲20％～▲30％（※1） ▲20％～▲30％ ▲13％～▲24％ ▲23％ 48～135

米国 2005 ▲17％（※2） 　▲ 4％（米国の主張） ▲17％ ▲ 3％ 60

カナダ 2005 ▲17％（※2） ＋3％ ▲17％ － 92

オーストラリア 2000 ▲ 5％～▲25％（※1） ＋13％～▲11％ ▲10％～▲29％ － 46～92

ニュージーランド 1990 ▲10％～▲20％（※1） ▲10％～▲20％ ▲28％～▲36％ － n.a.

ロシア 1990 ▲15％～▲25％（※1） ▲15％～▲25％ +18％～+33％ ▲27％ 0

基準年 中期目標 90年比換算削減率 05年比換算削減率
ＩＥＡ（90
年比）

限界削減費用(ドル)

日本 1990 　　▲25％（※1） ▲25％ ▲30％ ▲10％ 476

ＥＵ 1990 ▲20％～▲30％（※1） ▲20％～▲30％ ▲13％～▲24％ ▲23％ 48～135

米国 2005 ▲17％（※2） 　▲ 4％（米国の主張） ▲17％ ▲ 3％ 60

カナダ 2005 ▲17％（※2） ＋3％ ▲17％ － 92

オーストラリア 2000 ▲ 5％～▲25％（※1） ＋13％～▲11％ ▲10％～▲29％ － 46～92

ニュージーランド 1990 ▲10％～▲20％（※1） ▲10％～▲20％ ▲28％～▲36％ － n.a.

ロシア 1990 ▲15％～▲25％（※1） ▲15％～▲25％ +18％～+33％ ▲27％ 0

（ＧＤＰ原単位ベース）

（2020年時点ＢＡＵ比）

（ＧＤＰ原単位ベース）

（2020年時点ＢＡＵ比）

（05年比）

（05年比）

出典：RITEなど

２．懸念点－３）地球温暖化への対応の不十分化
③各国のコミットメント
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２．懸念点－３）地球温暖化への対応の不十分化
④長期的なＧＨＧ排出量パス

中期目標
（条件付）

（90年比▲25％）
現行基本計画

（90年比▲30％）
長期目標

（90年比▲80％）

選択肢(1): 90年比▲17％
選択肢(2): 90年比▲20％
選択肢(3): 90年比▲23％

参考シナリオ
（90年比▲27％）

2030年に90年比▲30％は、長期目標（2050年に90年比▲80％）と整合的。
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2009年
148 GW

↓

2035年
ﾚﾌｧﾚﾝｽ 技術進展

881 GW 1,411GW
(6倍増) (10倍増)

2009年
23 GW

↓

2035年
ﾚﾌｧﾚﾝｽ 技術進展

289 GW 612GW
(12倍増) (26倍増)

風力発電太陽光発電

風力発電

太陽光発電

2009年
4 GW
↓

2035年
ﾚﾌｧﾚﾝｽ 技術進展

93 GW 261GW
(26倍増) (72倍増)

世界 アジア

世界 アジア

2009年
25 GW

↓

2035年
ﾚﾌｧﾚﾝｽ 技術進展

271 GW 334GW
(14倍増) (24倍増)

4 23

127

199

289

612

-

100

200

300

400

500

600

700

2005 2009 2020 2030 2035 2035

100万kW

実績 予測

アジア

欧州
OECD

北米

技術進展

60
148

507

736

881

1,411

-

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

2005 2009 2020 2030 2035 2035

100万kW

実績 予測

アジア

欧州
OECD

北米

オセアニア

技術進展

（出所）日本エネルギー経済研究所「アジア/世界エネルギーアウトルック2011」

○再生エネルギーは、今後急速に増大すると見通される。
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２．懸念点－４）再生エネルギーへの期待と限界
①太陽光発電、風力発電の見通し



禁無断転載

２．懸念点－４）再生エネルギーへの期待と限界
②再生可能エネルギーの課題

○課題も少なくない

ア。供給の不安定性（天候などの自然環境に依存）

イ。低いエネルギー密度。広大な土地が必要故の立地制約

ウ。経済性（高コスト）

エ。技術開発及び普及促進策の優先度

オ。系統安定化対策(発電の場合）

（注）独は、EUの電力ネットワークあり。独需要の10倍

の供給力

カ。ライフサイクルの視点からの環境負荷の再検討

（例えばバイオマスなど製造時）

キ。様々な規制等（環境規制、漁業権、温泉権など）

27



禁無断転載

＜参考８＞原子力１基(100万kW）との比較：物理的限界？

電源設備100万kW当りの効果／原子力vs新エネ

省エネルギー（10％省電力）
原子力：1350万kW
太陽光：9500万kW に相当

需要面の対応を考えると

設備容量
（万kW）

用地面積

太陽光 100万kW 12 10.5 0.6 5,200 667 山手線内

風力（陸上） 〃 20 17.5 1.1 1,900 400 山手線の3.5倍

風力（洋上） 〃 30 26.3 1.6 2,890 267

小水力 〃 80 70.1 4.2 16,000 100

地熱 〃 70 61.3 3.7 6,600 114

原子力 〃 80 70.1 4.2 2,790 100

山手線内67km2

LNG 〃 1,640 100

石炭 〃 2,720 100

原子力100万kWの
代替に必要な発電量

（億kWh）

設備
利用率
（％）

CO2削減量

（百万トン）

初期コス
ト

（億円）

28
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太陽光発電の買取価格推移

（出所）ドイツ環境省資料等より作成

太陽光発電の買取価格推移

（出所）王令等資料より作成

風力発電の買取価格推移

風力発電の買取価格推移

ドイツ

スペイン

禁無断転載

２。懸念点－４）再生エネルギーへの期待と限界
③独、西における買取価格の実態



禁無断転載

２。懸念点－４）再生エネルギーへの期待と限界
④米欧の対中ダンピング課税の意味するもの

○米国
- ソリンドラ等、太陽パネルメーカーが、中国製品の

安値攻勢で倒産
- 中国製品に対し、5月に、30%余の反ダンピング課税が

仮決定された

○欧州
- 独では、同様に、中国製品の安値攻勢で、Ｑセルズ等が倒産
- ９月初旬に、中国製品への反ダンピング調査を開始

○中国
- 8月に「再生可能エネルギーに関する１２次５か年計画（

２０１１-２０１５年）発表。太陽は、80万ｋｗから2100万
ｋｗへ。

- 一方で、サンテックも含め、赤字決算が続く。
なお、中国は、７月に、米国製・韓国製太陽電池に
反ダンピング調査開始。欧州製も検討へ。貿易戦争の様相へ。。

30
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２．懸念点－５）人材確保の困難化とアジアの安全性への懸念
①急増するアジアの原子力

 アジアにおける原子力の急速な拡大は、「エネルギー安全保障」、「地球温暖化防
止」といった観点からであり「、経済性の高い電力エネルギー」が経済成長にとって
不可欠であるため。

 アジア主要国における原子力発電
設備容量は、2035年には少なくとも
現在の２－４倍へ増大と予測。

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

　 進展
ケース

停滞
ケース

1980 2010 2020 2035 2035

百万kW

アジア

北米

欧州OECD

旧ソ連・
欧州非OECD

中東・アフリカ

中南米

22%

30%

35%

11%

38%

23%

19%

14%

45%

18%

19%

12%

38%

26%

20%

13%

実績←　→見通し

4.2億kW

1.8億kW

2010
レファレンス 進展 停滞 レファレンス 進展 停滞

中国 9 60 70 60 104 158 104

台湾 5 8 8 5 6 8 4

韓国 18 24 32 24 34 48 34

アセアン 0 0 0 0 9 26 3

インド 4 18 26 18 35 72 35

アジア 85 153 179 139 220 366 190

2020 2035

（単位：百万kW)

アジアの原子力発電設備容量の見通し

出所：アジア/世界エネルギーアウトルック2011

世界の原子力発電設備容量の見通し

禁無断転載
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２．懸念点－５）人材確保の困難化とアジアの安全性への懸念
②必要なアジアの協力

（１） 協力に当たっての考慮事項

ア。 枠組みの種類： 政府間の協力（推進側、規制側）、事業者間の協力

イ。 協力の性質 欧州的な協力（強制ではなく実態として規制）？

（２） 協力の内容

ア。 安全スキームの構築

イ。 防災、危機管理

ウ。 リスクコミュニケーション

エ。 テロ対策、核セキュリティの強化

オ。 核燃料サイクル

カ。 賠償スキーム

キ。 人材育成

禁無断転載
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３．ドイツの教訓
①ドイツは脱原発はできるのか

2050年におけ

る再生可能エ
ネルギーによる

発電量

2050年に

おける在来
型発電量

2050年までの

効率化による
達成分

100%

2050年にお

ける独の発電
量

2008年の
発電量

2050年におけ

る独へのエネ
ルギー輸入

2050年の
電力需要

= 2050年にお

ける独発電量
の80%に相当

Bruttostromerzeugung gemäß Tabelle A I-7, Szenario II A, Energieszenarien EWI, GWS, Prognos

独の総発電量
637.3 TWh(ﾃﾗ
ﾜｯﾄｱﾜｰ) のう

ち再生可能エ
ネルギーによる
もの92.3 TWh 再生可能エネルギーの発電量を3倍にする

独における発電量を半分に減らす

このエネルギーシナリオは 大変野心的な想定と
目標値に基づいている

独の総発電量
352.6 TWh の
うち再生可能エ
ネルギーによる
もの285.2 
TWh
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＜参考９＞海外との電力等連携・接続等の意義

欧州の電力系統接続の状況

IEA田中事務局長 IEEJ報告会資料より

★EUには、エネルギー供
給ネットワーク（送電網、パ
イプライン）が存在。
（注）独の電力需要の１０倍の供給

量と接続。

★北東アジア経済圏での
エネルギー利用の最適解
を求めるため、日本は韓
国（中国、ロシア？）との送
電網の接続をひとつの選
択肢となりうるか？

安全保障
コスト
最良のミックス
・・・

スウェーデン

ノルウェー

イギリス

フランス ドイツ

オーストリア

スペイン

ベルギー

オランダ

2 GW

2 GW

0.5 GW

1.3 GW

1 GW
1.8 GW

4.2 GW
0.3 GW

0.2 GW

3.2 GW

1.1 GW

2.7 GW

3.2 GW

2.4 GW

2.4 GW

1.2 GW

0.5 GW

2.2 GW

2 GW

0.6 GW

0.6 GW

3GW

3.6 GW

3.6 GW

3.9 GW

イタリア

スイス

最大発電容量

93.1GW

最大発電容量

19.8GW

最大発電容量

29.8GW

最大発電容量

93.5GW

最大発電容量

32.6GW

最大発電容量
17.9GW

最大発電容量

75.5GW

最大発電容量

18.9GW

最大発電容量

15.8GW

最大発電容量

110.9GW
最大発電容量

129.1GW
3.5GW

1.5 GW

2.6 GW
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３．ドイツの教訓
②ＦＴＩの蓄積する負担

0
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16

1998 2000 2002 2004 2006 2008 2010
0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

ｴﾈﾙｷﾞｰ・ﾈｯﾄﾜｰｸ費用 再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ法

ｺﾝｾｯｼｮﾝ・ﾌｨｰ・CHP 電力税

再エネ負担率

ｾﾝﾄ/kWh 再エネ負担割合

産業用電気料金

（注）中圧レベル、需要家の規模は100kW/1,600時間～4,000kW/5,000時間（再生可能
エネルギー法に基づく減免措置は適用されない）

（出所）E.on, “Strategy & Key Figures”各年版
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1999 2001 2003 2005 2007 2009 2011
0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

発電・送電・販売管理費用等 再生可能エネルギー法

CHP法 ｺﾝｾｯｼｮﾝ・ﾌｨｰ

電気税 VAT
再エネ・CHP負担率

ｾﾝﾄ/kWh 再エネ法・CHP法負担割合

家庭用電気料金

（注）消費量3,500kWh/年で算定 2009年2010年はCHPサーチャージとあわせた額
（出所）連邦環境省、“Electricity from Renewable Energy Sources: What does 

it cost?” 等

 再生可能エネルギーの促進等、政策措置に伴い電気料金に

上乗せされるサーチャージ等が高まる傾向、見直しへ。
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４．原子力の安全性の信頼確保への道
①主要国の原子力政策

１）－① 一貫して推進
●アメリカ：安全保障の観点から、最近では温暖化の視点から、政府は一貫して

推進。
●フランス：安全保障の観点から原子力推進。政権交代後も原子力を中心とした

エネルギー政策は不変。
●ウクライナ：チェルノブイリを踏まえつつ、ロシア依存を回避するため、

原子力維持。「お金持ちの国だけが脱原子力を議論できる」(ウクライナ首相)
●韓国：安全保障の観点から、一貫して推進。インフラ輸出に熱心。
●中国：電力需要増への対処、安全保障、最近では温暖化の観点からも推進。

１）－② 低迷や揺れ動きから推進へ
●イギリス：市場原理主義であったが、安全保障・温暖化対策の観点から

原子力推進に。
●スウェーデン：1980年の国民投票を受け、脱原子力を目指すと表明するも、

代替電源確保の見通しが得られない等の理由で、原子力を継続的に利用。
2012年には事業者がリプレース計画を公表。

２）揺れ動きつつも脱原子力へ
●ドイツ：脱原子力とその撤回を経て、2022年まで掛けて徐々に再度脱原子力へ
●イタリア： 1990年までに一度は脱原子力。2009年に原子力再導入法案が成

立するも、福島事故を受けて再度脱原子力へ
36
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＜参考10＞日米欧の電源構成の比較 （2009年）

欧州諸国は国によって電源構
成が大きく異なるが、全体で見
れば日本と概ね同じ(国境を越
えた電力網により）。
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４．原子力の安全性の信頼確保への道
②日本だから起きた、日本だから収束した

I)政府事故調
①安全対策・防災対策

：複合災害を視野に。新しい知見導入など

②原子力発電の安全対策

：シビアアクシデント対策など

③原子力災害への態勢

：原災時の危機管理体制など

④被害の防止・軽減策

：リスク広報、モニタリング、住民避難など

⑤国際的調和
：IAEA基準などとの調和

⑥関係機関の在り方

：原子力安全機関の独立性など

⑦継続的な原因究明

：解明継続など

II)国会事故調
①規制当局への国会の監視

：常設委員会の設置など

②政府の危機管理体制の見直し

：オンサイトは第一義的に事業者の責任など

③被災住民への政府の対応

：情報開示、汚染拡大防止など

④電気事業者の監視

：事業者の規制当局への不当な圧力防止など

⑤新しい規制機関の要件

：高い透明性、透明性、専門性と責任感など

⑥原子力法規制の見直し

：世界最新技術による見直し、バックフィットなど

⑦独立調査委員会の活用

：国会に第三者委員会の設置など

禁無断転載
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＜ＩＡＥＡによる１０の基本安全原則＞

原則１： 安全の一義的責任は許認可取得者にあり許認可取得者にあり。。

原則２： 政府は、独立した規制機関独立した規制機関を含む安全のための効果的な枠組みの

設置、維持に責任有す。。

原則３： 安全に対するリーダーシップは、最高責任者層リーダーシップは、最高責任者層により実践。。

原則４： 施設と活動の正当化は、便益が放射線リスクを上回るべき便益が放射線リスクを上回るべき。。

原則５： 再興レベルの安全を実現するよう防護の最適化防護の最適化。。。。定期的再評価定期的再評価。。

原則6： 個人のリスクは、所定の制限の範囲内に管理リスクは、所定の制限の範囲内に管理すべき。。

原則7： 現在および将来の人と環境を放射線リスクから防護人と環境を放射線リスクから防護すべき。。

原則８： 事故の影響の防止と緩和防止と緩和の主要な手段は「の主要な手段は「深層防御」深層防御」。。。。

安全裕度、多様性及び多重性を実現する設計、工学的施設の導入。。

原則9： 緊急時の準備緊急時の準備と対応をあらかじめ確立と対応をあらかじめ確立すべき。。

原則１０： 放射線リスクの低減のための防御対策放射線リスクの低減のための防御対策は、正当化、最適化されるべき

39

４．原子力の安全性の信頼確保への道
③国際標準の重要性
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４．原子力の安全性の信頼確保への道
④賠償スキームの在り方

米国 有 125.945億ドル≒9,665億円 有限責任 125.945億ドル≒9,665億円 戦争
損害が責任限度額を超えた場合、議会は完全かつ
迅速な補償を行うため必要と判断されるあらゆる手
当を行う。（適切な補償計画及び資金の承認を含む）

イギリス 有 １.4億ポンド≒176億円 有限責任 １.4億ポンド≒176億円 武力衝突
３億SDR≒374億円（ブラッセル補足条約による各国
の拠出金を含む）

フランス 有 9,150万ユーロ≒102億円 有限責任 9,150万ユーロ≒102億円
戦争または異常に巨大な自然
災害

３億SDR≒374億円（ブラッセル補足条約による各国
の拠出金を含む）

ドイツ 有 25億ユーロ≒2,776億円 無限責任 規定なし
事業者の措置が機能しない場合に25億ユーロを限度
に補償

ロシア 有 500万ドル≒3.8億円 有限責任 500万ドル≒3.8億円 責任限度額超過時には、必要額を提供

スイス 有 11億スイスフラン≒1,043億円 無限責任 被害者の故意・重過失

韓国 有 500億ウォン≒36億円 有限責任 ３億SDR≒374億円
異例的に甚大なる天災、地変、
戦争又はこれに準ずる事変

損害額の賠償措置超過時は、必要と認める場合に援
助

中国 無* ３億元≒36億円 有限責任 ３億元≒36億円
戦争、敵対行為、重大な自然
災害

損害額の賠償措置超過時は８億元（約96億円）を限
度額とし援助

台湾 有 42億台湾ﾄﾞﾙ≒111億円 有限責任 42億台湾ﾄﾞﾙ≒111億円
国際武力衝突、敵対行為、内
乱、暴動または重大な自然災
害

賠償措置額超過時には貸付

日本 有 1,200億円 無限責任
異常に巨大な天災地変または
社会的動乱

賠償措置額以上の損害については必要があれば国
会の議決により政府が援助

（参考資料）NRC HP、日本原子力産業協会HP、「原子力ポケットブック2010年度版」（日本電気協会新聞部）
*　中国では、原子力損害賠償制度に関する国務院の見解により制度の方針が示されている。

（注）１．『賠償措置額』とは、原子力事業者の賠償責任の履行を確実なものにすべく一定の資力を確保するために義務付けられた金額
　　　２．『責任限度額』とは、原子力事業者の賠償責任の限度額
　　　３．為替レート：2011年8月29日三菱東京UFJ銀行TTM、SDRのみ同年8月26日値

ア
ジ
ア

事業者の責任賠償措置額制度の有無 免責事由 国家補償

欧
米

事業者の
責任限度額

原子力事業者の責任限度額は「有限」とする国が米国、イギリス、フランスなど大半を占め、我が国のように責任限度額
は「無限」としている国は、他にドイツ、スイスなど極めて例外的

事業者の責任限度額は、欧州・アジア諸国においては、フランス9,150万ユーロ（102億円）、イギリス1.4ポンド（176億円）、
ドイツ25億ユーロ（2,776億円）と3,000億円を下回っており、米国が世界最大の約126億ドル（9,665億円）と突出して高額



４．原子力の安全性の信頼確保への道
⑤日本の原子力は、国民の信頼を回復できるか

安全神話の棄却と、深層防御の徹底

：3つの観点から、官民協力して事故再発防止リスクの低減と、

事故が起きた時の放射線被害の回避

ａ。過酷事故対策、全電源喪失対策の充実・進化。対策済みのみ再稼働へ

－緊急安全対策＋ストレステスト

－30項目の追加安全対策

－安全規制フレームワークの恒常的進化

－絶対安全はないとの認識の下、非常事態対策の充実

b。 原子力安全規制機関の独立性の確保と規制と点検の厳格化へ

－厳格な規制と点検の実施に対応して、安全面のハードとソフトの充実

－９／１９に、発足、田中俊一委員長は、ａ．の見直しを宣言

c。国際協力による安全性の相互確認へ・・国際標準との整合性の確保

－IAEAの安全基準強化への日本の貢献と、ピア・レビュウの率先実施

－米国、フランス等と、相互監視、ベスト・プラクティス共有へ
禁無断転載



５．望ましいエネルギー・ミックス

ポイント（エネルギー・ミックス＜電力構成＞に係る私の考え： 選択肢③

１）総合的視点

●S+3E Safety（安全性）＋Energy Security（エネルギー安全保障）

＋Efficiency(エネルギー効率・コスト）

＋Environment（環境・温暖化対応）

●エネルギー小国・日本に、「完璧なエネルギーは存在しない」

●「省エネルギー」に加え、「原子力」「再生エネルギー」「化石エネルギー」

「コジェネ」の４エネルギーを、多様に、バランスよく組み合わせる

－－－－ポートフォーリオの視点

●「原子力」：「再生」：「火力」：「コジェネ」 ＝ ２５：２５：３５：１５％

２）国際的視点

●独は、EUワイドのネットワークから輸入可能（独の電力消費の10倍相当）

●中国、インド等の原子力急増：今後20年で、4－7倍（160－260基へ）

禁無断転載
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御清聴ありがとうございました

43




